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■教育・研究に関する取組

機能強化経費による次世代育成教育の推進
　平成28年度に、文部科学省からおよそ2億1千4百万円
の機能強化経費の措置を受け、本学のビジョンに特化した8
つの取組を実施し、それぞれ着実に成果を上げています。
　8つのうち、「新たな社会的要請にこたえるハイレベルな現
職教員研修プログラムの開発」については、平成28年度より
始まった新規事業であり、全国の教員養成系大学・学部に対
し先導的な教員養成・研修モデルを提示していくものです。

英語教員の英語力・指導力強化のための調査研究事業
　平成27年度、28年度の2年間、文部科学省から委託を受
けて「英語教員の英語力・指導力強化のための調査研究事業」
を受託事業として実施しました。
　平成27年度は「コア・カリキュラム（試案）」を策定し、平
成28年度にはその有効性を確認するための調査を行い、小・
中・高等学校の教員養成・教員研修のコア・カリキュラムを
開発するに至りました。

　事業の成果としては、報告書と資料映像を作成し、小学校教員免許状取得の課程認定を受けている
大学・学部、中・高等学校教員免許状（外国語（英語））取得の課程認定を受けている大学・学部、都道
府県教育委員会に送付しました。
　また、シンポジウムの様子が各種報道機関に取り上げられたことから、国立の教員養成大学が教育
改革の重要な一翼を担っていることを広くアピールできました。

附属国際中等教育学校　ディプロマプログラムスタート
　附属国際中等教育学校では、IBO（国際バカロレア機構）か
ら、MYP（ミドルイヤーズプログラム）に引き続き、DP（ディ
プロマプログラム）認定されたことを受け、平成28年4月よ
り5年生（高校2年生）の8名を第一期生としてDPをスター
トしました。
　教育課程上は学習指導要領に即しながら、一条校としての
卒業単位認定と、DP取得ができるよう実施しています。

1.平成28事業年度の主な取組

※ �MYPとは…11歳～16歳までを対象としており、青少年に、これまでの学習と社会のつながりを学ばせるプログラムです。
教科内容と実社会との関連性に対して認識を高められるよう働きかけることを目的としており、DPの基礎学習と位置づけ
られています。

※ �DPとは…16歳～19 歳までを対象としており、所定のカリキュラムを2年間履修し、最終試験を経て所定の成績を収めると、
国際的に認められる大学入学資格（国際バカロレア資格）が取得可能なプログラムのことです。
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■社会・地域との連携

東アジア教員養成国際大学院プログラム
　文部科学省の平成28年度「大学の世
界展開力強化事業～アジア諸国の大学間
交流の枠組み強化～」（キャンパスアジ
ア事業）に本学の「東アジア教員養成国
際大学院プログラム」が採択されました。
　本事業は、日中韓の教員養成大学の拠
点である東京学芸大学、北京師範大学、
ソウル教育大学校の3大学が共同し、東
アジア地域そして世界で活躍できる高度
な力量を備えた学校教員、スクールリーダー、教育研究者の養成に資することを目的として、学生交
流の活発化や修士課程レベルでのダブルディグリー・プログラムの開発を目指しています。
　平成29年3月には日中韓の各大学学長・総長により「東アジア教員養成国際大学院プログラムに
関する覚書」を締結しました。

全国の教育委員会との連携
　第三期中期目標において、本学は「日本の教育を主導する全国的拠点」となることを目標とし、全国
の教育委員会との連携を図っています。

　そのための取組として、「全国教育委員会教
員採用試験合同説明会」を、平成26年度より
毎年度開催しています。本取組は、教育委員会
と学生間で活発な意見交換が行われることによ
り、学生の意識を高め教員就職率の向上を目的
としております。
　平成26年度は37、平成27年度は47、平成
28年度は北海道から沖縄まで54の教育委員
会担当者が来学しました。

　また、平成28年度は、新たに立川市教育委
員会と連携・協力に関する協定を締結しました。
　本学では、立川市の公民館と連携した社会教
育の活動が活発化しており、学生も企画の段階
から多数参加してきました。これをきっかけに
今後本学と立川市教委は、地域社会のさらなる
発展に寄与するとともに連携・協力することで
相互の発展・充実を図ることとしています。
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 2．平成28事業年度決算について

（単位：百万円）

H27年度 H28年度 差　額

固定資産 固定資産 167,937 166,946 ▲ 990

　 1.有形固定資産 167,879 166,878 ▲ 1,001

　 　土地 148,897 148,897 - 

　建物 13,338 12,645 ▲ 693

　構築物 1,256 1,170 ▲ 85

　工具器具備品 768 558 ▲ 210

図書 　図書 3,598 3,575 ▲ 22

　建設仮勘定 2 13 11

　その他有形固定資産 18 17 ▲ 0

　 2.無形固定資産 13 12 ▲ 1

ソフトウェア 10 9 ▲ 0

　その他無形固定資産 3 2 ▲ 0

3 投資その他の資産 44 56 11

貸借対照表の概要（資産）

　貸借対照表は、国立大学法人の財政状態を明らかにするため、決算日（毎年3月31日）におけるすべての資産、負債及び
純資産を表示するものです。

資産　169,594百万円（対前事業年度比　▲639百万円（0.4％減））

　主な増減要因として、固定資産においては、総合教育科学系・人文社会科学系研究棟１号館改修工事等による資産取得額よりも、減
価償却累計額の増加が上回ったことにより減少しました。
　流動資産においては、前年度は中期目標期間最終年度であり、繰り越してきた資金（退職給付等）を全て執行したことや予算の早期
執行等による未払金の減少により、現金及び預金が大幅に減少しました。今年度は、執行状況が通常のペースに戻ったため未払金が
相対的に増加、それに伴い、現金及び預金が348百万円（16.3％）増加しました。

固定資産として分類す
る基準は、耐用年数１
年以上で取得金額50万
円以上となります。

雑誌・電子書籍以外の
図書館で管理している
書籍は、金額に関わら
ず資産計上します。使
用期間中には減価償却
せず、除却時に費用処
理を行います。

資産の部

　主な増減理由（資産）

建物
総合教育科学系・人文社会科学系
研究棟１号館改修工事
（284百万円）
建物減価償却累計額の増加
（前年度比▲1,097百万円）

構築物
総合グラウンドフットサルコート
表層張替工事
（4百万円）
総合教育科学系・人文社会科学系
研究棟１号館北側舗装工事
（4百万円）
構築物減価償却累計額の増加
（前年度比▲100百万円）

3.投資その他の資産 44 56 11

長期貸付金 　長期貸付金 44 55 11

　 　その他の資産 0 1 0

流動資産 2,295 2,647 351

現金及び預金 2,136 2,484 348

未収学生納付金収入 31 25 ▲ 6

未収入金 90 115 25

前渡金 前渡金 8 6 ▲ 2

　 前払費用 22 14 ▲ 8

その他 5 1 ▲ 4

170,233 169,594 ▲ 639

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

資産合計

教職特待生の教職給付
金及び新教員養成コー
スの特別給付金です。

外国雑誌の前払金で
す。

工具器具備品
リース期間終了に伴う情報処理セン
ター情報処理システム一式の除却
（▲423百万円）
工具器具備品減価償却累計額の減少
（前年度比146百万円）

現金及び預金
執行状況が通常のペースに戻った
ため、未払金が相対的に増加した
ことにより現金・預金も増加
（前年度比348百万円）

土地 87.8%

建物 7.4%
図書 2.1%

流動資産 1.6% 構築物 0.7%

上記以外の資産 0.4%

資産の内訳

土地  87.8%

建物  7.4%
図書  2.1%

流動資産  1.6% 構築物  0.7%
上記以外の資産 0.4%

貸借対照表の概要（資産）
　貸借対照表は、国立大学法人の財政状態を明らかにするため、決算日（毎年３月31日）におけるすべての資
産、負債及び純資産を表示するものです。

2.平成28事業年度決算について

資産の内訳

資産　169,594百万円（対前事業年度比　▲639百万円（0.4％減））
　主な増減要因として、固定資産においては、総合教育科学系・人文社会科学系研究棟1号館改修工事等による資
産取得額よりも、減価償却累計額の増加が上回ったことにより減少しました。
　流動資産においては、前年度は中期目標期間最終年度であり、繰り越してきた資金（退職給付等）を全て執行した
ことや予算の早期執行等による未払金の減少により、現金及び預金が大幅に減少しました。今年度は、執行状況が通
常のペースに戻ったため未払金が相対的に増加、それに伴い、現金及び預金が348百万円（16.3％）増加しました。

主な増減理由（資産）

建物
総合教育科学系・人文社会科学
系研究棟１号館改修工事
（284百万円）
建物減価償却累計額の増加
（前年度比▲1,097百万円）

構築物
総合グラウンドフットサルコー
ト表層張替工事
（4百万円）
総合教育科学系・人文社会科学
系研究棟1号館北側舗装工事
（4百万円）
構築物減価償却累計額の増加
（前年度比▲100百万円）

工具器具備品
リース期間終了に伴う情報処理
センター情報処理システム一式
の除却
（▲423百万円）
工具器具備品減価償却累計額の
減少
（前年度比146百万円）

現金及び預金
執行状況が通常のペースに戻っ
たため、未払金が相対的に増加し
たことにより現金・預金も増加
（前年度比348百万円）

固定資産
固定資産として分類する
基準は、耐用年数１年以
上で取得金額50万円以
上となります。

図書
雑誌・電子書籍以外の図
書館で管理している書籍
は、金額に関わらず資産
計上します。使用期間中
には減価償却せず、除却
時に費用処理を行います。

長期貸付金
教職特待生の教職給付金
及び新教員養成コースの
特別給付金です。

前渡金
外国雑誌の前払金です。
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負債　9,099百万円（対前事業年度比　 ▲25百万円（0.3％減））

純資産   160,494百万円（対前事業年度比　▲613百万円（0.4％減））

（単位：百万円）

資産見返負債 H27年度 H28年度 差　額

固定負債 6,601 6,443 ▲ 157

資産見返負債 6,579 6,420 ▲ 159

引当金 22 23 1

流動負債 2,523 2,655 132

運営費交付金債務 - 6 6

寄附金債務 預り補助金等 - 12 12

寄附金債務 379 410 30

前受受託研究費等 90 87 ▲ 3

前受金 510 512 2

預り金 407 443 36

未払金 1,125 1,174 48

未払消費税等 4 3 ▲0

前受受託研究費等 引当金 3 3 ▲0

負債の部

寄附金は特定の目
的のために寄附され
るものであり、その
責務を負っていると
考え、受入時には負
債（債務）に計上
し、その目的のため
に使用するたびに収
益に振り替えます。

主な増減理由（負債）

資産見返負債
減価償却が進んだことによる減少
（前年度比159百万円減）

未払金
執行状況が通常のペースに戻った
ことによる増加
（前年度比48百万円）

運営費交付金、授
業料、寄附金等を財
源として償却資産を
取得した場合､取得
額と同額の各債務を
収益化せずに負債勘
定に振り替えます。

　主な増減要因として、固定負債については、減価償却が進んだことにより固定負債が157百万円（2.4％）減少したことが挙げられま
す。
　また、前年度は中期目標期間最終年度であり、前年度から繰り越してきた資金（退職給付等）を全て執行したことや予算の早期執行
等により未払金が大幅に減少しましたが、今年度は、執行状況が通常のペースに戻ったため未払金が48百万円（4.3％）増加しまし
た。これが要因となり、流動負債は132百万円（5.2％）増加しています。

　主な増減要因としては、損益外減価償却累計額（施設費、目的積立金で取得した資産及び法人移行時の承継資産の減価償却費）
が1,073百万円（8.2％）減少したことが挙げられます。

貸借対照表の概要（負債・純資産）

前受受託研究費等 引当金 3 3 ▲0

9,125 9,099 ▲ 25

H27年度 H28年度 差　額

資本金 164,807 164,807 -

資本剰余金 ▲ 3,959 ▲ 4,721 ▲ 761

資本剰余金 9,137 9,448 311

資本剰余金 損益外減価償却累計額 ▲ 13,077 ▲ 14,150 ▲ 1,073

損益外減損損失累計額 ▲ 19 ▲ 19 -

利益剰余金 260 408 148

235 257 21

目的積立金 - - -

積立金 53 - ▲ 53

当期未処分利益 ▲ 28 151 180

161,108 160,494 ▲ 613

170,233 169,594 ▲ 639

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

前受受託研究費等
は、受託研究費、
共同研究費、受託
事業費で、次年度に
使用する資金が既に
入金されているもの
です。

負債合計

純資産の部

主な増減理由（純資産）

損益外減価償却累計額
施設費、目的積立金で取得した資
産及び法人移行時の承継資産の減
価償却費分の減少

積立金
第２期中期目標期間の終了に係る
積立金の処分による減少

負債・純資産合計

前中期目標期間繰越積立金

純資産合計

国から出資された資
産や施設費及び目
的積立金を財源とし
て取得した償却資産
を計上します。
なお、当該資産の
減価償却費について
は損益計算書に費用
計上されず、貸借対
照表の損益外減価
償却額として償却費
相当額を減額しま
す。

資産見返負債 70.6%

未払金 12.9%

前受金 5.6%

預り金 4.9% 寄附金債務 4.5%

上記以外の負債 1.5%
上記以外の負債
1.5%

資産見返負債
70.6%

未払金  12.9%

前受金  5.6%
預り金  4.9%

寄附金債務  4.5%

貸借対照表の概要（負債・純資産）

負債の内訳

負債　9,099百万円（対前事業年度比　▲25百万円（0.3％減））
　主な増減要因として、固定負債については、減価償却が進んだことにより固定負債が157百万円（2.4％）減少し
たことが挙げられます。
　また、前年度は中期目標期間最終年度であり、前年度から繰り越してきた資金（退職給付等）を全て執行したこ
とや予算の早期執行等により未払金が大幅に減少しましたが、今年度は、執行状況が通常のペースに戻ったため未
払金が48百万円（4.3％）増加しました。これが要因となり、流動負債は132百万円（5.2％）増加しています。

純資産　160,494百万円（対前事業年度比　▲613百万円（0.4％減））
　主な増減要因としては、損益外減価償却累計額（施設費、目的積立金で取得した資産及び法人移行時の承継資産
の減価償却費）が1,073百万円（8.2％）減少したことが挙げられます。

主な増減理由（負債）

資産見返負債
減価償却が進んだことによる
減少
（前年度比159百万円減）

未払金
執行状況が通常のペースに
戻ったことによる増加
（前年度比48百万円）

主な増減理由（純資産）

損益外減価償却累計額
施設費、目的積立金で取得し
た資産及び法人移行時の承継
資産の減価償却費分の減少

積立金
第2期中期目標期間の終了に
係る積立金の処分による減少

資産見返負債
運営費交付金、授業料、寄
附金等を財源として償却
資産を取得した場合､ 取
得額と同額の各債務を収
益化せずに負債勘定に振
り替えます。

寄附金債務
寄附金は特定の目的のた
めに寄附されるものであ
り、その責務を負ってい
ると考え、受入時には負債
（債務）に計上し、その目
的のために使用するたび
に収益に振り替えます。

前受受託研究費等
前受受託研究費等は、受
託研究費、共同研究費、受
託事業費で、次年度に使
用する資金が既に入金さ
れているものです。

資本剰余金
国から出資された資産や
施設費及び目的積立金を
財源として取得した償却
資産を計上します。
なお、当該資産の減価償
却費については損益計算
書に費用計上されず、貸
借対照表の損益外減価償
却額として償却費相当額
を減額します。
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人件費  76.8%

教育経費  14.4%

一般管理費  3.2%

研究経費  2.3% 教育研究支援経費  2.2%
上記以外の費用  1.1%

運営費交付金収益  64.0%授業料収益  22.8%

入学金・検定料収益  4.3%

資産見返負債戻入  3.0% 寄附金収益  2.1%
上記以外の収益  3.8%

損益計算書の概要
　損益計算書は、国立大学法人の運営状況を明らかにするため、一事業年度（4月1日から翌年3月31日）に
属する国立大学法人のすべての費用とそれに対応する収益とを記載して当期総利益を表示するものです。

経常費用 経常収益

（単位：百万円）

H27年度 H28年度 差　額

経常費用 13,057 12,865 ▲ 192

業務費 12,664 12,448 ▲ 216

　教育経費 1,983 1,849 ▲ 133

　研究経費 331 293 ▲ 38

　教育研究支援経費 313 286 ▲ 26

125 136 10

　人件費 9,911 9,882 ▲ 28

一般管理費 389 413 23

財務費用等 3 3 0

経常収益 12,983 13,016 33

運営費交付金収益 8,269 8,323 53

授業料収益 3,048 2,967 ▲ 81

　経常収益の主な増減要因としては、運営費交付金収益が53百万円（0.7％）増加、科学研究費間接費収益が21百万円
（49.7％）増加したこと、授業料収益が81百万円（2.7％）減少したことが挙げられます。

区分

　受託研究・共同研究
・受託事業費

損益計算書の概要

　損益計算書は、国立大学法人の運営状況を明らかにするため、一事業年度（4月1日から翌年3月31日）に属する国
立大学法人のすべての費用とそれに対応する収益とを記載して当期総利益を表示するものです。

経常費用　12,865百万円（対前事業年度比　 ▲192百万円（1.5％減）
　経常費用の主な増減要因としては、消耗品費や水道光熱費等の減少により、教育経費が133百万円（6.8％）減少したことが
挙げられます。
　結果、前事業年度に対し、経常費用全体で192百万円の減少となりました。

経常収益　13,016百万円（対前事業年度比　 33百万円（0.3％増））　

入学金・検定料収益 551 555 4

講習料収益 54 51 ▲ 2

125 136 10

寄附金収益 254 273 19

施設費・補助金収益 114 101 ▲ 12

資産見返負債戻入 376 395 18

その他収益 188 211 22

経常利益（損失） ▲ 74 151 226

臨時利益 3 - ▲ 3

▲ 70 151 222

目的積立金取崩額 42 - ▲ 42

- 0 0

▲ 28 151 180
※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

受託研究・共同研究
・受託事業収益

当期純利益（純損失）

当期総利益（当期総損失）

前中期目標期間
　繰越積立金取崩額

経常費用　12,865百万円（対前事業年度比　▲192百万円（1.5％減））
　経常費用の主な増減要因としては、消耗品費や水道光熱費等の減少により、教育経費が133百万円（6.8％）減
少したことが挙げられます。結果、前事業年度に対し、経常費用全体で192百万円の減少となりました。
経常収益　13,016百万円（対前事業年度比　33百万円（0.3％増））
　経常収益の主な増減要因としては、運営費交付金収益が53百万円（0.7％）増加、科学研究費間接費収益が21
百万円（49.7％）増加したこと、授業料収益が81百万円（2.7％）減少したことが挙げられます。　結果、前事業年
度に対し、経常収益全体で33百万円の増加となりました。

主な増減理由（経常費用）
教育経費
消耗品費の減少（▲40百万円）
水道光熱費の減少（▲41百万円）
研究経費
消耗品費の減少（▲22百万円）
水道光熱費の減少（▲4百万円）
人件費
常勤教員数の減少に伴う教員人件費の
減少（▲39百万円）

主な増減理由（経常収益）
運営費交付金収益
退職手当が増加したことによる増加�
（59百万円）
授業料収益
学部の組織再編による学生定員数減に
伴う授業料収入の減少
（▲36百万円）

前中期目標期間繰越積立金取崩額
（前中期目標期間に積み立てられた目
的積立金を取り崩した額）
年俸制導入促進費
（636千円）

教育研究支援経費
大学全体の教育・研究
活動を支援するために
設置され、学生教職員
共に利用する図書館、
情報処理センターの運
営に要する経費です。

資産見返負債戻入
運営費交付金、授業料、
寄附金、補助金等の財
源での資産取得時に、
固定負債の資産見返勘
定に計上し、減価償却
に合わせて取崩、収益
計上することで損益を
均衡させています。

臨時利益
中期目標期間の最終年
度に、運営費交付金を
精算することによって
計上される利益です。

目的積立金取崩額
目的積立金の活用事業
で、固定資産の取得以
外に使われた費用(工
事費・什器等)を振り
替えて取り崩します。
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（単位：百万円）

H27年度 H28年度 増減

Ⅰ業務活動によるキャッシュ･フロー ▲ 80 588 669
　原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 1,978 ▲ 1,609 369
　人件費支出 ▲ 9,906 ▲ 9,925 ▲ 18
　その他の業務支出 ▲ 358 ▲ 385 ▲ 27
　運営費交付金収入 7,912 8,329 417
　授業料収入 2,904 2,834 ▲ 70
　入学金収入 421 430 8
　検定料収入 116 122 6
　受託研究収入 128 5 ▲ 122
　共同研究収入 - 36 36
　受託事業等収入 58 83 25
　寄附金収入 292 293 0
　補助金等収入 106 87 ▲ 19
　預り金の増減 ▲ 27 32 60
　その他収入 251 256 4
　国庫納付金の支払額 - ▲ 2 ▲ 2

キャッシュ・フロー計算書の概要

区 分

キャッシュ・フロー計算書は、国立大学法人の一事業年度（4月1日から翌年3月31日）における
資金（キャッシュ）の流れ（フロー）を「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の三つの区
分に表示するものです。

キャッシュ・フロー計算書は、損益計算書の費用と収益には表れない借入や出資、資産購入など
を含めた資金の流れを示すとともに、一事業年度に資金（手元現金及び要求払預金）がどれだけ
増減したかを明らかにするものです。

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 305 ▲ 151 ▲ 456
　定期預金の預入による支出 ▲ 2,600 6,600 9,200
　定期預金の払戻による収入 4,100 ▲ 6,600 ▲ 10,700
　有形固定資産の取得による支出 ▲ 1,400 ▲ 504 896
　無形固定資産の取得による支出 ▲ 2 ▲ 8 ▲ 6
　施設費による収入 201 361 159
　利息の受取額 6 0 ▲ 6

Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー ▲ 89 ▲ 89 - 
リース債務の支払額 ▲ 88 ▲ 89 ▲０
利息の支払額 ▲０ ▲０ 0

Ⅳ資金に係る換算差額 － － －

Ⅴ資金の増加高 135 348 212

Ⅵ資金期首残高 2,001 2,136 135

Ⅶ資金期末残高 2,136 2,484 348

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

キャッシュ・フロー計算書の概要
　キャッシュ・フロー計算書は、国立大学法人の一事業年度（4月1日から翌年3月31日）における資金（キャッ
シュ）の流れ（フロー）を「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の三つの区分に表示するものです。
　キャッシュ・フロー計算書は、損益計算書の費用と収益には表れない借入や出資、資産購入などを含めた資
金の流れを示すとともに、一事業年度に資金（手元現金及び要求払預金）がどれだけ増減したかを明らかにす
るものです。

業務活動
国立大学法人の通常の
業務である「教育研究」
を実施した結果、資金
がどれだけ増減したか
を表す項目です。
この項目の合計額がプ
ラスの場合は、通常業
務において資金繰りが
順調であることを示し
ています。

投資活動
固定資産や有価証券等
の取得や売却等、将来
の運営基盤の確立に係
る資金の増減を表す項
目です。
この項目の合計額がマ
イナスの場合は、設備
投資などの固定資産へ
の投資を積極的に行っ
ていることを示してい
ます。

財務活動
借入金等（リース債務
含む）、利息の支払等、
資金の調達及び返済を
表す項目です。
この項目の合計額がマ
イナスの場合は、借入
金等の返済が進行した
ことを示しています。
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（単位：円）

　Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益

　Ⅱ　利益処分額

 国立大学法人第35条において準用する

 独立行政法人通則法第44条第３項により

 文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究環境整備積立金

利益の処分に関する書類の概要

151,775,498

151,775,498 151,775,498

　国立大学法人は基本的に利益が発生しない仕組みになっておりますが、経費の節減による費用の減
少や自己収入等が増えたことによる収益が増加した場合に、利益が発生します。当該年度に発生した
当期未処分利益は、文部科学大臣に申請をし、経営努力の結果として承認されれば、次年度以降に
（目的積立金として）繰越し、中期計画で定めた使途に充てることが可能となります。

151,775,498

当期未処分利益

国立大学法人特有の会計処

利益の処分に関する書類 積立金

　【上記流れを平成28事業年度に当てはめた場合】

当期未処分利益 円

　積立金予定額（現金の裏付けがない利益） 円

　目的積立金予定額（現金の裏付けがある利益） 円

中期計画で定めた剰余金の使途：教育研究の質の向
上及び組織運営の改善に充てます。

151,775,498

58,173,382

93,602,116

国立大学法人特有の会計処
理等によって生じる形式的な
利益であり、現金の裏付け
がない利益。損益計算上の
損失補填に充てることは可能
ですが、現金支出は不可能
です。

　文部科学大臣へ申請 申請額は、現金の裏
付けがある金額（経営努力認定）

経営努力認定後、中期計画で定めた使途に充てること
が可能となります。

目的積立金

利益の処分に関する書類の概要
　国立大学法人は基本的に利益が発生しない仕組みになっておりますが、経費の節減による費用の減少や自己
収入等が増えたことによる収益が増加した場合に、利益が発生します。当該年度に発生した当期未処分利益は、
文部科学大臣に申請をし、経営努力の結果として承認されれば、次年度以降に（目的積立金として）繰越し、中
期計画で定めた使途に充てることが可能となります。

利益処分の流れ

国立大学法人特有の会計処理
等によって生じる形式的な利
益であり、現金の裏付けがな
い利益。損益計算上の損失補
填に充てることは可能です
が、現金支出は不可能です。

経営努力認定後、中期計画で定めた使途に充てること
が可能となります。
中期計画で定めた剰余金の使途：教育研究の質の向上
及び組織運営の改善に充てます。

申請額は、現金の裏付
けがある金額



9

１．自己収入を差引きます（運営費交付金等を財源としたものは除く）。

２．国立大学法人会計特有の処理であり、損益計算書に含まれない国民負担となるコストを計上します。

３．国等の財産を利用することにより優遇されたコストを計上します。

（単位：百万円）

27年度 28年度 増減

Ⅰ　業務費用

(１) 損益計算書上の費用 13,057 12,865 ▲ 192

業務費 12,664 12,448 ▲ 216
一般管理費 389 413 23
財務費用 0 0 ▲ 0
雑損 2 3 0

(２) （控除）自己収入等 ▲ 4,392 ▲ 4,344 47
授業料収益 ▲ 3,048 ▲ 2,967 81
入学料収益 ▲ 434 ▲ 432 2
検定料収益 ▲ 116 ▲ 122 ▲ 6
講習料収益 ▲ 54 ▲ 51 2
受託研究収益 ▲ 48 ▲ 18 29
共同研究収益 ▲ 28 ▲ 28

区 分

損益外減価償却等相当額

国から出資された資産等
にかかる減価償却相当額
であり、この額は国立大
学法人会計上、損益計算
書の費用に計上しないこ
ととなっており、この減価
償却相当額を国立大学法
人のコストと認識し計上し
ます。

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要

　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、納税者である国民皆様への国立大学法人等の業務に対
する評価及び判断に資するため、一事業年度に属する国立大学法人等の業務に関しその実施コストに
係る情報を一元的に集約し表示するものです。

　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、国立大学法人の業務運営に当たっての国民負担額を集
計したものです。国立大学法人の損益計算書の損益は、法人の業績を示すものであり必ずしも国民
負担（納税）額とイコールではないので、損益計算書の業務費用から次の事項について調整を行い
ます。

共同研究収益 - ▲ 28 ▲ 28
受託事業等収益 ▲ 76 ▲ 88 ▲ 12

引当外賞与・退職給付 寄附金収益 ▲ 254 ▲ 273 ▲ 19

増加見積額 財務収益 ▲ 6 ▲ 0 6
雑益 ▲ 138 ▲ 145 ▲ 7
資産見返運営費交付金等戻入 ▲ 115 ▲ 110 4

資産見返寄附金戻入 ▲ 97 ▲ 102 ▲ 5

　業務費用合計 8,665 8,520 ▲ 145

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 1,169 1,075 ▲ 94

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 48 0 ▲ 47
機会費用

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 1 ▲0 ▲ 2

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 ▲ 889 ▲ 1,255 ▲ 365

Ⅵ　機会費用 0 103 103

政府出資等の機会費用 - 103 103

Ⅷ　国立大学法人等業務実施コスト 8,995 8,444 ▲ 551

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

国立大学法人の常勤教職
員の賞与及び退職手当
は、運営費交付金で措置
されており国立大学法人
会計上、引当金を計上し
ませんが、国民の負担と
なることからコストと認識
し計上します。

国立大学法人等は、国や
地方公共団体から財産を
無償又は通常より安価な
価格で使用したり、政府
出資を受けることがありま
すが、これにより発生する
コストは損益計算書上に反
映されていません。国民
にとって得られるはずの利
益（賃料等）を失ってい
ると考えられるため、これ
を機会費用として計上しま
す。

れた使用料による貸借取引の機会費用
国または地方公共団体の無償又は減額さ ▲ 00 - 

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要
　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、納税者である国民皆様への国立大学法人等の業務に対する評価及
び判断に資するため、一事業年度に属する国立大学法人等の業務に関しその実施コストに係る情報を一元的に
集約し表示するものです。
　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、国立大学法人の業務運営に当たっての国民負担額を集計したもの
です。国立大学法人の損益計算書の損益は、法人の業績を示すものであり必ずしも国民負担（納税）額とイコー
ルではないので、損益計算書の業務費用から次の事項について調整を行います。

　　１．自己収入を差引きます（運営費交付金等を財源としたものは除く）。
　　２．国立大学法人会計特有の処理であり、損益計算書に含まれない国民負担となるコストを計上します。
　　３．国等の財産を利用することにより優遇されたコストを計上します。

損益外減価償却等相当額
国から出資された資産等
にかかる減価償却相当額
であり、この額は国立大
学法人会計上、損益計算
書の費用に計上しないこ
ととなっており、この減
価償却相当額を国立大学
法人のコストと認識し計
上します。

引当外賞与・退職給付
増加見積額
国立大学法人の常勤教職
員の賞与及び退職手当は、
運営費交付金で措置され
ており国立大学法人会計
上、引当金を計上しませ
んが、国民の負担となる
ことからコストと認識し
計上します。

機会費用
国立大学法人等は、国や
地方公共団体から財産を
無償又は通常より安価な
価格で使用したり、政府出
資を受けることがあります
が、これにより発生するコ
ストは損益計算書上に反
映されていません。国民に
とって得られるはずの利益
（賃料等）を失っていると
考えられるため、これを機
会費用として計上します。
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（単位：百万円）

予算額 決算額
差額

(決算ー予算)

収　入

運営費交付金 8,329 8,329 －
施設整備費補助金 299 329 29
補助金等収入 43 100 56

うち補正予算による追加 － 25 25
大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 41 32 ▲ 9
自己収入 3,846 3,649 ▲ 196
　授業料、入学料及び検定料収入 3,641 3,386 ▲ 255
　雑収入 204 263 58
産学連携等研究収入及び寄附金収入等 464 425 ▲ 39
前中期目標期間
　繰越積立金取崩額 0 0 －

13,026 12,867 ▲ 159

決算報告書の概要

　決算報告書は、財務諸表に添付して文部科学大臣に提出される報告書です。国立大学法人は、
国から独立した組織として、企業会計によって会計処理を行い、財務諸表を作成し開示することが
求められていますが、一方で運営資金の大部分が国からの財源措置で賄われるため予算区分によ
る管理も求められ、予算執行状況を表す決算報告書の作成が義務づけられています。

　決算報告書は予算の区分で作成し、予算計画と対比して執行状況を表す書類であり、基本的に現
金主義で作成されます。また、予算額とは年度計画予算と同一のものであり、年度計画における予
算と対比して表すことにより、国立大学法人の運営状況について国における会計認識基準のベース
で表示することになります。なお、決算報告書における「収入ー支出」は、当該年度の収入から算
出された数字であり、これがそのまま利益又は損失となるものではありません。

区　　　分

計 13,026 12,867 ▲ 159
支　出

業務費

　教育研究経費 12,176 11,818 ▲ 358
施設整備費 340 361 20
補助金等 43 87 43

うち国立大学法人設備整備費補助金 － 12 12
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 464 399 ▲ 64

13,026 12,667 ▲ 359

－ 199 199
※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

収入ー支出

計

計

運営費交付

金
64.7%

自己収入
28.4%

産学連携・

寄附金収入

等
3.3%

施設整備費

補助金
2.6%

補助金等収

入
0.8%

上記以外の

収入
0.2%

収 入

教育研究

経費
93.3%

産学連携・

寄附金事

業費等
3.2%

施設整備

費
2.8%

補助金等
0.7%

支 出

運営費交付金
64.7%

自己収入  28.4%

産学連携・寄附金収入等
3.3%

施設整備費補助金
2.6%

補助金等収入  0.8%

上記以外の収入
0.2%

教育研究経費
93.3%

産学連携・寄附金事業費等
3.2%

施設整備費  2.8%

補助金等  0.7%

決算報告書の概要
　決算報告書は、財務諸表に添付して文部科学大臣に提出される報告書です。国立大学法人は、国から独立し
た組織として、企業会計によって会計処理を行い、財務諸表を作成し開示することが求められていますが、一
方で運営資金の大部分が国からの財源措置で賄われるため予算区分による管理も求められ、予算執行状況を表
す決算報告書の作成が義務づけられています。
　決算報告書は予算の区分で作成し、予算計画と対比して執行状況を表す書類であり、基本的に現金主義で作
成されます。また、予算額とは年度計画予算と同一のものであり、年度計画における予算と対比して表すこと
により、国立大学法人の運営状況について国における会計認識基準のベースで表示することになります。なお、
決算報告書における「収入―支出」は、当該年度の収入から算出された数字であり、これがそのまま利益又は損
失となるものではありません。

収　入 支　出
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 3．運営費交付金について

概要

運営費交付金交付額

区　分 H16 H28 対H16比増減

一般運営費交付金 7,821 7,287 ▲ 534

機能強化経費分
(H27まで特別運営費交付金)

138 214 76

特殊要因運営費交付金 714 572 ▲ 142

計 8,673 8,074 ▲ 599

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

　　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営のために国から措置される財源であり、大きく三つに
　分類することができます。

①「一般運営費交付金」 …国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費
です。主として退職手当を除く人件費に充てられます。

②「機能強化経費分」 …各大学の第3期中期目標期間中のビジョン・戦略の達成に必要な
(H27まで特別運営費交付金) 　  取組の支援のために交付される経費です。

③「特殊要因運営費交付金」　…常勤教職員の退職手当等のように国が措置する義務的経費です。

　　機能強化経費分は大学の経営戦略に基づき金額が決定されること（平成27年度以前の特別運営費交
　付金のときはプロジェクト単位で採択されること）、特殊要因運営費交付金は、その年度の退職手当等
　であることから、年度ごとの増減が大きくなっていますが、これらについては使途がそれぞれの事項に基
　づくものとされています。
　　一方、使途を限定されることなく執行できる一般運営費交付金については、法人化以降、減少傾向に
　あり、さらなる経営努力が求められています。

(単位：百万円)

※単位未満を切り捨てているため、合計額が 致しない場合があります。

○年度により、多少の増減はありますが、全体として減少傾向にあり、平成28年度は平成16年度に比べて約6億円の減

となっています。

なお、平成19年度に特殊要因運営費交付金が多かった理由は、退職手当の増加によります。

…一般運営費交付金
…機能強化経費分(H27まで特別運営費交付金)
…特殊要因運営費交付金
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億円 運営費交付金の推移
約6億円

の減

 3．運営費交付金について

概要

運営費交付金交付額

区　分 H16 H28 対H16比増減

一般運営費交付金 7,821 7,287 ▲ 534

機能強化経費分
(H27まで特別運営費交付金)

138 214 76

特殊要因運営費交付金 714 572 ▲ 142

計 8,673 8,074 ▲ 599

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

　　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営のために国から措置される財源であり、大きく三つに
　分類することができます。

①「一般運営費交付金」 …国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費
です。主として退職手当を除く人件費に充てられます。

②「機能強化経費分」 …各大学の第3期中期目標期間中のビジョン・戦略の達成に必要な
(H27まで特別運営費交付金) 　  取組の支援のために交付される経費です。

③「特殊要因運営費交付金」　…常勤教職員の退職手当等のように国が措置する義務的経費です。

　　機能強化経費分は大学の経営戦略に基づき金額が決定されること（平成27年度以前の特別運営費交
　付金のときはプロジェクト単位で採択されること）、特殊要因運営費交付金は、その年度の退職手当等
　であることから、年度ごとの増減が大きくなっていますが、これらについては使途がそれぞれの事項に基
　づくものとされています。
　　一方、使途を限定されることなく執行できる一般運営費交付金については、法人化以降、減少傾向に
　あり、さらなる経営努力が求められています。

(単位：百万円)

※単位未満を切り捨てているため、合計額が 致しない場合があります。

○年度により、多少の増減はありますが、全体として減少傾向にあり、平成28年度は平成16年度に比べて約6億円の減

となっています。

なお、平成19年度に特殊要因運営費交付金が多かった理由は、退職手当の増加によります。

…一般運営費交付金
…機能強化経費分(H27まで特別運営費交付金)
…特殊要因運営費交付金

0
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95

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

億円 運営費交付金の推移
約6億円

の減

概　要

3.運営費交付金について

　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営のために国から措置される財源であり、大きく三つに分類す
ることができます。

　①「一般運営費交付金」………�国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費です。�
主として退職手当を除く人件費に充てられます。

　②「機能強化経費分」…………�各大学の第3期中期目標期間中のビジョン・戦略の達成に必要な取組の�
支援のために交付される経費です。

　③「特殊要因運営費交付金」…常勤教職員の退職手当等のように国が措置する義務的経費です。

　機能強化経費分は大学の経営戦略に基づき金額が決定されること（平成27年度以前の特別運営費交付
金のときはプロジェクト単位で採択されること）、特殊要因運営費交付金は、その年度の退職手当等であ
ることから、年度ごとの増減が大きくなっていますが、これらについては使途がそれぞれの事項に基づく
ものとされています。
　一方、使途を限定されることなく執行できる一般運営費交付金については、法人化以降、減少傾向にあ
り、さらなる経営努力が求められています。

（H27まで特別運営費交付金）

○�年度により、多少の増減はありますが、全体として減少傾向にあり、平成28年度は平成16年度に
比べて約6億円の減となっています。

　なお、平成19年度に特殊要因運営費交付金が多かった理由は、退職手当の増加によります。
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 4．外部資金について

受入状況

【寄 附 金】

区分 H16 H28 対H16
比増減

受入
件数

39 347 308

受入
金額

180 292 112

   寄附金とは、寄附者が国立大学法人の業務の実施を財産的に支援する目的で提供するものであり、寄付者があらかじ
めその使途を特定したり、あるいは国立大学法人の側で使途を示して計画的に管理支出するものです。

(単位：件、百万円)

【受託研究・共同研究・受託事業】
【受託研究・共同研究】
　受託研究は、企業・国の機関または地方公共団体等から委託を受けて行う研究で、本学の教育研究上有意義なもので
あり、社会貢献にも寄与するものについて受入を行っています。
　なお、平成28年度より、外部機関と共同で実施するものは、受託研究から分けて共同研究として計上することとなりま
した。
【受託事業】
　教育研究活動の一環として，国の機関または地方公共団体等から委託を受けて行う業務で、文部科学省からの受託が
多い中、近年では地方自治体からの受託も増えています。

0
50
100
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300
350
400

0
50

100
150
200
250
300
350
400

H16 H24 H25 H26 H27 H28

受入金額 受入件数受入金額 受入件数

受入件数

種類 区分 H16 H28
対H16
比増減

件数 3 8 5

金額 22 11 ▲ 11

件数 9 51 42

金額 10 31 21

件数 6 18 12

金額 49 89 40

【科学研究費助成事業】

区分 H16 H28 対H16
比増減

受入
件数

93 303 210

受入
金額

183 296 113

　文部科学省及び日本学術振興会が交付を行っている科学研究費補助金は、人文・社会科学から自然科学まで全ての分
野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」を格段に発展させることを目的とする「競争的研究資金」であ
り、独創的・先駆的な研究に対する助成を行うものです。

(単位：件、百万円)
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事業
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受入金額 (単位：件、百万円)

受入状況

4.外部資金について

　寄附金とは、寄附者が国立大学法人の業務の実施を財産的に支援する目的で提供するものであり、寄付者があらかじめそ
の使途を特定したり、あるいは国立大学法人の側で使途を示して計画的に管理支出するものです。

　文部科学省及び日本学術振興会が交付を行っている科学研究費補助金は、人文・社会科学から自然科学まで全ての分野に
わたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」を格段に発展させることを目的とする「競争的研究資金」であり、独創的・
先駆的な研究に対する助成を行うものです。

【受託研究・共同研究】
　受託研究は、企業・国の機関または地方公共団体等から委託を受けて行う研究で、本学の教育研究上有意義なものであり、
社会貢献にも寄与するものについて受入を行っています。
　なお、平成28年度より、外部機関と共同で実施するものは、受託研究から分けて共同研究として計上することとなりました。

【受託事業】
　教育研究活動の一環として，国の機関または地方公共団体等から委託を受けて行う業務で、文部科学省からの受託が多い
中、近年では地方自治体からの受託も増えています。

【寄 附 金】

【科学研究費助成事業】

【受託研究・共同研究・受託事業】



関係資料

●財務指標の分析について

●国立大学法人会計基準について
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財務指標の分析について

財務指標の経年（過去５年）比較

【貸借対照表】

H24 H25 H26 H27 H28

流動資産(百万円) 3,293 4,314 3,631 2,295 2,647

本学 96.6% 110.3% 97.5% 91.0% 99.7%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 95.5% 96.6% 94.2% 89.1% 95.4%

【損益計算書】

効率性

人件費
×100

業務費

人件費が業務費に
占める割合を示す
指標 般的に低

人件費比率

※H24 H25は

健全性

流動資産
×100

流動負債

１ 年以内に支払うべ
き債務に対し、支
払う財源(流動資産)
をどの程度確保し
ているかを示す指
標。多い(高い)方
が望ましい。

流 動 比 率

財務指標 指標の説明 指　標（過去５年＆グループ内比較）

20.0%

40.0%
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0
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2,000

3,000

4,000

5,000
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流動資産

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

8,400
8,600
8,800
9,000
9,200
9,400
9,600
9,800

10,000

人件費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

H24 H25 H26 H27 H28

人件費(百万円) 9,031 9,166 9,623 9,911 9,882

本学 78.0% 76.1% 77.6% 78.3% 79.4%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 76.4% 73.3% 75.7% 77.4% 78.6%

【損益計算書】

H24 H25 H26 H27 H28

一般管理費(百万円) 367 398 405 389 413

本学 3.2% 3.3% 3.3% 3.1% 3.3%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 4.1% 4.2% 4.4% 4.3% 4.0%

【Eグループ】
　国立大学法人の財務分析上、グループ別に比較している。Eグループは、教育学部のみで構成される国立
大学法人であり、北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教
育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学の１１大学です。

業務費に対する一
般管理費の割合を
示す指標。一般的
に低い方が望まし
い。

一般管理費比率

一般管理費
×100

業務費

指標。一般的に低
い方が望ましい。

※H24、H25は、
給与改定臨時特例
法の趣旨を踏まえ
た給与減額措置の
影響により、例年
より減少していま
す。
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一般管理費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均
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72.0%

8,400
8,600
8,800

H24 H25 H26 H27 H28

財務指標の経年（過去5年）比較
財務指標 指標の説明 指　標（過去5年&グループ内比較）

財務指標の分析について

【Eグループ】
国立大学法人の財務分析上、グループ別に比較している。Eグループは、教育学部のみで構成される国立
大学法人であり、北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教育
大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学の11大学です。

1年以内に支払う
べき債務に対し、
支払う財源（流動
資産）をどの程度
確保しているか
を示す指標。多い
（高い）方が望まし
い。

健 全 性

効 率 性

人件費が業務費に
占める割合を示す
指標。一般的に低
い方が望ましい。

※ H24、H25 は、
給与改定臨時特例
法の趣旨を踏まえ
た給与減額措置の
影響により、例年
より減少していま
す。

業務費に対する一
般管理費の割合を
示す指標。一般的
に低い方が望まし
い。
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外部資金比率

【損益計算書】

H24 H25 H26 H27 H28

外部資金(百万円) 340 323 325 379 409

本学 2.9% 2.6% 2.5% 2.9% 3.1%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 2.1% 2.1% 2.0% 2.1% 2.1%

活動性

教育経費
×100

業務費

教育経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に

教育経費比率

発展性

外部資金※
×100

経常収益

経常収益に対する
外部資金の占める
割合を示す指標。
大学の資金獲得活
動の状況を示し、
高い方が望まし
い。

※外部資金：受託
研究収益＋共同研
究収益＋受託事業
等収益＋寄附金収
益
H27以前は、「受
託研究収益＋共同
研究収益」⇒「受
託研究等収益」

指　標（過去５年＆グループ内比較）財務指標 指標の説明
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【損益計算書】

H24 H25 H26 H27 H28

教育経費(百万円) 1,696 2,048 1,882 1,983 1,849

本学 14.7% 17.0% 15.2% 15.7% 14.9%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 16.5% 19.4% 17.7% 16.5% 15.0%

【損益計算書】

H24 H25 H26 H27 H28

研究経費(百万円) 522 524 436 331 293

本学 4.5% 4.4% 3.5% 2.6% 2.4%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 3.6% 3.7% 3.1% 2.8% 2.6%

研究経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に
高い方が望まし
い。

研究経費比率

研究経費
×100

業務費

す指標。一般的に
高い方が望まし
い。
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財務指標 指標の説明 指　標（過去5年&グループ内比較）

※外部資金：受託
研究収益＋共同研
究収益＋受託事業
等収益＋寄附金収
益
H27以前は、「受
託研究収益＋共同
研究収益」⇒「受
託研究等収益」

経常収益に対する
外部資金の占める
割合を示す指標。
大学の資金獲得活
動の状況を示し、
高い方が望まし
い。

発 展 性

活 動 性

研究経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に
高い方が望まし
い。

教育経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に
高い方が望まし
い。
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特徴

各会計制度の主な特徴
区　　分 国立大学法人会計基準 企業会計 官庁会計

目　　的 財政状態・運営状況の開示
業績評価のための情報 財政状態・経営成績の開示 予算とその執行状況の開示

記帳方式 複式簿記 複式簿記 単式簿記
認識基準 発生主義 発生主義 現金主義

予算・決算 予算（中期計画・年度計画）
と決算の双方を重視 決算中心主義 予算中心主義

報告、開示
書類 財務諸表、決算報告書 財務諸表 歳入歳出決算書

利　　益 努力認定により目的積立金
として繰越可能

株主への配当、企業の裁量で
処分可能 収支均衡が原則

会計基準等 国立大学法人会計基準 企業会計原則 財政法、会計法、予決令

国立大学法人会計に特有な会計処理

運営費交付金と授業料等の会計処理

国立大学法人会計基準について

　文部科学省から交付されている運営費交付金、学生・保護者からいただく授業料等は、国立大学法人が
その本来業務を遂行するための財源として負託されたものであるため、その受入（入金）時点では、いった
ん負債（債務）に計上し、各事業（業務）の達成度に基づき収益へと振替えます。収益化の基準は、次のと
おりです。

　固定資産を取得した際には、「減価償却費」という費用勘定に対応させるために「資産見返負債」という
負債勘定に取得した資産と同額をいったん計上し、その後毎年度発生する減価償却費（費用）と同額を資
産見返負債戻入（収益）として計上します。この会計処理により、費用と収益を計算上維持し損益の均衡を
図っています。

　国立大学法人会計は、国立大学法人の財政状況を適切に反映した財務諸表を作成し開示することを目的
とし、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に基づいた会計処理を行っています。
　この国立大学法人会計基準及び同基準注解は、企業会計原則を原則としつつも、国立大学法人が教育研
究を主たる業務とし、その財源の多くが税金で賄われるなど公共性が高いことから、利益の獲得や独立採
算制を前提としておりません。

期間進行基準 一定の期間の経過に伴い業務が達成されたとみなし収益化する基準
業務達成基準 当該業務の達成度に応じて収益化する基準
費用進行基準 業務のための費用の発生額と同額の業務が達成されたとみなし収益化する基準

収益化の基準

減価償却費と収益の対応関係



運営財源 財務諸表等

国民の皆さまより
運営費交付金
補助金

※業務運営・業務遂行
　教育・学生支援
　研究・地域貢献
　学生募集

※予算の編成・執行

学生・保護者の皆さまより　　

検定料・入学金
授業料

企業・個人（保護者含）の
皆さまより
寄附金
受託研究費

国立大学法人独自の書類

財務諸表等について

貸借対照表 損益計算書 決算報告書

貸借対照表の｢当期未処分利益｣と損益
計算書の｢当期総利益｣は一致します。

損益計算書の｢当期総利益｣と決算報告書の
｢収入ー支出｣は作成基準が異なるため一致
しません。

大学運営・経営

負　債

純資産

国立大学法人は、財務諸表等を毎事業年度作成し、監事及び会計監査人による監査を受けた上で、
事業年度終了後３か月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けることになっています。

当期未処分利益

キャッシュ・フロー
計算書

附属明細書

事業報告書

国立大学法人等業務
実施コスト計算書

国の会計に準じた書類

決算報告書

損益計算書

貸借対照表

利益の処分に
関する書類

資　産

当期総利益 目的積立金取崩額

費　用 収　益

補助金 収入ー支出

施設費等
自己収入

運営費交付金 人件費・
教育研究経費
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国立大学法人会計の仕組みと財務諸表


